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研究成果の概要： 
拡大傾向にある貧困を削減するためには、現状の社会保障制度の見直しに加え、地域間の格

差を是正し、人的資本や物的資本の偏在を防ぐための包括的な取り組みが必要と考えられる。

本研究では、上記の問題意識を踏まえ、貧困が生じる要因とそれらに関する政策的対応につい

ての考察を踏まえながら、地域間の様々な格差を縮小させる政策が、我が国で拡大傾向にある

貧困に対してどの程度の効果を発揮しうるかについて、社会保障制度の効果と比較検討しなが

ら分析を行うことにあった。 
日本の各地域の貧困がどのような状況にあるか、また貧困と人々の生活行動、世帯の就業構

造がどのように関連しているかについて分析が行い、それらの成果を Tachibanaki and 
Urakawa(2008)にまとめた。浦川(2009)では、「平成 19年賃金構造基本統計調査」のデータに
基づき、地域間の賃金格差に対して地域の産業構造がどのような影響を与えているかについて、

ジニ係数の要因分解の手法を用いながら検討を行った。また、地域間における純粋な賃金格差

を縮小させる政策や、地域内における企業規模間賃金格差を縮小させる政策が実施された場合

に、それらの政策が全体の格差、貧困に対してどの程度の影響をもたらすかについて、シミュ

レーション分析を行った。 
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１．研究開始当初の背景 

 

我が国では、Tachibanaki(2005)、大竹

(2005)、白波瀬(2006)などの研究に代表され

るように、社会における格差の拡大や貧困の

増大が重要な問題として多くの議論を引き

起こしている。橘木・浦川(2006)は、個人や

家計間の所得格差や世帯の貧困が、過去 10

数年間にわたり様々な要因によって拡大し

ている点や、政府が提供する雇用保険などの

セーフティネット機能および生活保護制度

などの公的扶助の貧困削減効果が、現状では

不十分なレベルにとどまっていることを

Atkinson(1995), Nelson(2004)などの分析手

法を応用することによって実証的に明らか

にしている。 

しかしながら、経済格差や貧困を削減する

政策手段として、現状の社会保障制度の機能

性を高めるだけでは必ずしも効果は万全で

はないと考えられる。貧困は、個人間におけ

る能力差や家庭環境等の個人的要因だけで

なく、地域の雇用環境、教育環境、医療・介

護環境などにおける格差など、地域間格差を

生じさせているマクロ的要因からも大きな

影響を受けていると考えられるためである。

すなわち、拡大傾向にある貧困を削減するた

めには、現状の社会保障制度の見直しに加え、

地域間の格差を是正し、人的資本や物的資本

の偏在を防ぐための包括的な取り組みが必

要と考えられる。 

 

 

２．研究の目的 

 

上記で述べたような研究開始当初の背景

を踏まえ、本研究の主な目的は、貧困が生じ

る要因とそれらに関する政策的対応につい

ての考察を踏まえながら、地域間の様々な格

差を縮小させる政策が、我が国で拡大傾向に

ある貧困に対してどの程度の効果を発揮し

うるかについて、社会保障制度の効果と比較

検討しながら分析を行うことにある。 

平成 19 年度は、分析の第一段階として、

日本の各地域の貧困がどのような状況にあ

るか、また貧困と人々の生活行動はどのよう

に関連しているかについて分析を行い、それ

らを学術論文としてまとめる。 

平成 20 年度は、「平成 19 年賃金構造基本

統計調査」などのデータに基づき、地域間の

賃金格差に対して地域の産業構造がどのよ

うな影響を与えているかについて、ジニ係数

の要因分解の手法を用いながら検証を行う。

また、地域間における純粋な賃金格差を縮小

させる政策や、地域内における企業規模間賃

金格差を縮小させる政策が実施された場合

に、それらの政策が全体の格差・貧困に対し

てどの程度の影響をもたらすかについて、計

量分析をもとに抽出する。 

 

 

３．研究の方法 

 

「研究目的」でまとめた研究内容を達成す

るため、初年度においては、各地域の貧困の

推移や雇用環境の格差を政府統計の集計デ

ータや使用可能な個票データを用いて計測

する。公的扶助や社会保険が、真に移転を必

要とする世帯に機能的に分配されているか

など、各社会保障政策の貧困削減効果に対す

る効率性については、国レベルの分析を既に

行っているが、都道府県レベルでの計測を本

研究では行う。一部の地域に関しては、マク

ロデータとミクロデータの双方を使用し、市

町村レベルの分析を試みる。 

また、各地域の教育環境と貧困との関係に

ついて実証分析を行うため、学校選択行動、

教育投資行動に関するデータ・資料を分析に

使用する。その際、官庁統計等の従来のデー

タを使用するとともに追加的な情報を得る

ためにヒアリング調査を行う。調査は、学術

研究調査に携わる調査会社と連携しながら

すすめる。 

各年度の研究を進めるにあたり、格差関係

図書、財政関係図書、税制・社会保障関係図

書の書籍費、コンピュータ関連消耗品を必要

に応じて適宜購入する。また、地域の貧困や

雇用環境の格差を検証する場合、雇用環境が

悪化している地域や良好な地域についての

綿密なデータ収集はもとより、地域の現場を

自分の目で直に確認し、どこに問題点がある

のかを考察することは非常に重要である。し

たがって、地域のフィールド・ワーク、情報

収集にかかる旅費が適宜必要となる。 

研究が当初の計画どおりに進まないケー

スにおいては、所属先の研究指導者や研究員

に助言を仰ぐとともに、研究計画、予算計画

の適切な修正を行い、当初の目的の大半が達

成可能となるように努める。 

また、本研究を効率的に進めるうえで、基

盤研究 A「地域間格差生成の要因分析と格差

縮小政策」（研究代表者・橘木俊詔）[2007 年

度-2009 年度]の研究プロジェクト・メンバー

の先生方とも連携をとり、本研究の進捗状況

を報告会等で積極的に発表することで、より

多方面からの視点を組みいれ、質の高い研究

が行えるように努める。 



４．研究成果 

 

日本の各地域の貧困がどのような状況に

あるか、また貧困と人々の生活行動はどのよ

うに関連しているかについて分析が行い、そ

れらの成果を Tachibanaki and Urakawa 

(2008)にまとめた。分析からは、貧困率の上

昇に対する寄与率が高いのは、無職（高齢者）、

無職（若年・壮年・中年）、自営業、家庭内

職者であることがわかった。そして、企業規

模 30 人未満の一般常勤雇用者や、1年未満の

契約の雇用者が後に続いている。したがって、

地域における雇用環境の格差が、地域間の貧

困レベルの差にも一定の影響を与えている

点が示唆された。また、地域内の格差・貧困

と当該地域の住民の生活満足度に一定の相

関があることが示されており、格差の拡大が

その地域の住環境にマイナスの影響を与え

ている可能性が示唆された。 

また、浦川(2007)では、貧困削減策の一つ

としてベーシック・インカム政策を取り上げ、

政策の導入が、格差・貧困の縮小にどのよう

な影響をもたらすかについて最適課税の理

論モデルを基礎としてでｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行った。 

さらに、浦川(2009)では、「平成 19 年賃金構

造基本統計調査」のデータに基づき、地域間

の賃金格差に対して地域の産業構造がどの

ような影響を与えているかについて、ジニ係

数の要因分解の手法を用いながら検討を行

った。また、地域間における純粋な賃金格差

を縮小させる政策や、地域内における企業規

模間賃金格差を縮小させる政策が実施され

た場合に、それらの政策が全体の格差、貧困

に対してどの程度の影響をもたらすかにつ

いて、シミュレーション分析を行った。推定

結果からは、我が国においては、主に「製造

業」に従事する労働者の賃金格差を縮小する

政策が、貧困の削減に比較的大きな役割を果

たす点が示唆された。また、「医療・福祉業」

といった産業部門で働く労働者の賃金引上

げも、貧困削減に対して一定の効果を持つ点

を示した。 
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